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自
治
労
北
海
道
学
校「
青
年
コ
ー
ス
」

学
習
し
た

交
流
し
た

楽
し
か
っ
た
３
日
間

担
い
手
づ
く
り
の
場
と
し
て
毎
年
開
催
し
て
い
る
、

２
０
０
９
自
治
労
北
海
道
学
校「
青
年
コ
ー
ス
」が
３
月

２０
～
２２
日
、札
幌
市
・
自
治
労
会
館
で
開
か
れ
１５
単
組
・

総
支
部
２２
人（
う
ち
女
性
５
人
）が
参
加
し
た
。

１
日
目
は
、
渡
邊
青
年
部

長
が
「
こ
の
間
の
課
題
と
し

て
、
仲
間
と
話
せ
な
い
状
況

が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
今

回
、
青
年
コ
ー
ス
に
集
ま
っ

た
仲
間
と
話
し
、
問
題
を
共

有
し
て
当
局
に
ぶ
つ
け
て
い

く
こ
と
の
重
要
性
を
一
緒
に

確
認
し
て
い
き
た
い
」と
あ

い
さ
つ
し
た
。

講
義
第
１
部
で
は
「
労
働

者
と
し
て
の
も
の
の
見
方
と

考
え
方
」
と
題
し
、
山
上
潔

道
本
部
書
記
長
が
、「
公
務
員

も
労
働
者
、
た
と
え
要
求
が

通
ら
な
か
っ
た
と
し
て
も
訴

え
て
い
く
こ
と
が
重
要
」
だ

と
述
べ
、「
労
働
者
は
当
局
に

押
さ
れ
気
味
だ
が
、
私
の
青

年
部
時
代
に
は
、
時
に
議
論

で
ケ
ン
カ
を
し
、
時
に
は
一

緒
に
楽
む
と
い
っ
た
、
信
頼

で
き
る
仲
間
を
つ
く
る
こ
と

か
ら
団
結
は
生
ま
れ
て
い
っ

た
。
そ
う
い
っ
た
仲
間
を
青

年
の
う
ち
か
ら
つ
く
っ
て
い

こ
う
」
と
話
し
た
。

そ
の
後
、「
自
分
の
職
場
を

見
つ
め
直
そ
う
」
を
テ
ー
マ

に
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ

ョ
ン
を
行
い
、
班
員
の
職
場

状
況
や
、
人
と
な
り
を
知
っ

た
上
で
交
流
し
た
。

引
き
続
き
、
講
義
第
２
部

で
は
「
独
自
要
求
闘
争
の
意

義
と
課
題
」
と
題
し
、
斉
藤

和
也
道
本
部
青
年
部
副
部
長

（
浦
幌
町
職
）
が
「
仲
間
と

話
し
を
し
な
い
と
、
仲
間
の

不
満
に
思
っ
て
い
る
こ
と
が

わ
か
ら
な
か
っ
た
。
合
理
化

の
中
で
忙
し
い
職
場
実
態
も

あ
る
が
、
話
し
を
す
る
こ
と

で
し
か
事
実
は
つ
か
め
な

い
。
ま
ず
は
職
場
の
仲
間
と

話
し
あ
い
、
課
題
を
共
有
す

る
こ
と
か
ら
始
め
て
み
よ

う
」
と
、
自
身
の
単
組
で
の

仲
間
と
の
関
わ
り
か
ら
、
独

自
要
求
書
提
出
に
い
た
る
経

緯
を
話
し
た
。

２
日
目
は
、「
独
自
要
求
闘

争
と
青
年
部
運
動
」「
独
自
要

求
の
確
立
に
向
け
て
」
を
テ

ー
マ
に
各
班
で
グ
ル
ー
プ
デ

ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
を
行
い
、

「
職
場
の
係
を
一
人
で
い
く

つ
も
兼
務
し
て
い
て
、
精
神

的
に
き
つ
い
」
と
い
っ
た
実

態
や
、「
新
規
採
用
者
が
全
く

入
っ
て
こ
な
い
た
め
、
業
務

が
厳
し
い
。
こ
の
ま
ま
で
は

精
神
疾
患
に
な
る
仲
間
が
で

る
」
と
い
っ
た
声
か
ら
悩
み

や
不
満
を
共
有
し
、
そ
れ
ぞ

れ
独
自
要
求
書
を
作
成
し
て

模
擬
団
交
の
仮
想
当
局
に
提

出
し
た
。

機
関
紙
作
り
で
は
、
谷
川

広
美
教
育
情
宣
部
長
が
「
楽

し
く
機
関
紙
を
作
ろ
う
！
」

を
テ
ー
マ
に
、
見
出
し
の
つ

け
方
や
文
章
の
書
き
方
な
ど

機
関
紙
を
作
る
上
で
の
基
本

を
説
明
し
た
。

４
つ
の
班
で
そ
れ
ぞ
れ
内

容
を
企
画
し
機
関
紙
を
作

成
。
伝
え
る
こ
と
の
必
要
性

や
、
定
期
的
に
発
行
す
る
こ

と
の
重
要
性
を
学
ん
だ
。

そ
の
後
、
最
終
日
の
模
擬

団
交
に
向
け
て
グ
ル
ー
プ
別

に
交
流
を
し
、
交
流
を
深
め

た
。

最
終
日
は
、
３
日
間
学

習
・
交
流
・
討
論
し
た
独
自

要
求
の
実
現
に
む
け
て
、
模

擬
団
体
交
渉
を
行
っ
た
。

模
擬
団
体
交
渉
で
は
、
仮

想
当
局
側
と
し
て
山
上
書
記

長
、
川
本
財
政
局
長
、
大
出

組
織
部
長
、
櫛
部
賃
金
労
働

部
長
が
参
加
し
、
各
班
か
ら

出
さ
れ
た
青
年
の
要
求
に
対

し
て
厳
し
い
回
答
。
当
局
の

壁
は
厚
か
っ
た
。

閉
校
式
で
は
、
渡
邊
青
年

部
長
が
「
職
場
・
単
組
の
仲

間
の
声
を
し
っ
か
り
と
自
分

た
ち
の
要
求
に
結
び
つ
け
ら

れ
る
よ
う
に
、
青
年
コ
ー
ス

で
学
ん
だ
事
を
自
分
の
単
組

に
持
ち
帰
り
、
職
場
の
仲
間

と
話
し
合
い
運
動
を
つ
く
っ

て
い
こ
う
！
」
と
集
約
し
、

全
日
程
を
終
了
し
た
。

参
加
者
か
ら
は
「
最
初

は
、
３
日
間
の
長
い
日
程
だ

と
思
っ
て
い
た
が
、
仲
間
と

議
論
し
て
い
る
と
、
あ
っ
と

い
う
間
で
逆
に
短
く
感
じ

た
」「
楽
し
い
３
日
間
を
過
ご

し
た
。
単
組
に
帰
っ
て
仲
間

に
伝
え
、
実
践
し
て
い
き
た

い
」
な
ど
の
感
想
が
出
さ
れ

た
。

特
集

ど
う
な
る
労
働
基
本
権

賃金労働部長
櫛部さ

んに聞く

２
０
０
８
年
６
月
の
国
家
公
務
員
改
革
基
本
法
の
成
立
を
受
け
、
政
府
の
労
使
関
係

制
度
検
討
委
員
会
が
発
足
し
、
現
在
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
自
治
労
は
、「
労
働
協

約
を
中
心
と
し
た
地
方
公
務
員
の
労
使
関
係
の
あ
り
方
�案
」
を
示
し
、
議
論
を
本
格
化

さ
せ
て
い
る
。
本
特
集
で
は
、
櫛
部
賃
金
労
働
部
長
が
「
公
務
員
制
度
改
革
・
労
働
基

本
権
問
題
の
現
段
階
と
今
後
」
に
つ
い
て
自
治
労
の
考
え
方
を
説
明
す
る
。

公
務
員
労
働
者
の
労
働
基
本
権
の
制
限

日
本
の
公
務
員
労
働
者

は
、
戦
後
ま
も
な
く
は
諸
外

国
と
同
様
、
労
働
基
本
権

（
団
結
権
、
団
体
交
渉
権
、

争
議
権
）
は
認
め
ら
れ
て
い

た
。

し
か
し
、
１
９
４
７
年
政

令
２
０
１
号
に
よ
り
労
働
基

本
権
の
制
約
が
唱
わ
れ
、
１

９
４
８
年
国
家
公
務
員
法
及

び
１
９
５
０
年
地
方
公
務
員

法
が
施
行
さ
れ
て
い
る
。
そ

の
間
、
官
公
労
は
１
９
５
０

年
代
か
ら
１
９
７
５
年
１２
月

の
ス
ト
権
ス
ト
の
た
た
か
い

に
至
る
ま
で
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
闘
争

を
中
心
に
取
り
組
み
を
進
め

て
き
た
。

労
働
基
本
権
問
題
の
経
緯

２
０
０
０
年
に
中
央
省
庁

改
革
、
２
０
０
１
年
に
公
務

員
制
度
改
革
大
綱
の
閣
議
決

定
、
小
泉
内
閣
の
誕
生
、
２

０
０
５
年
の
１１
月
の
総
人
件

費
改
革
。
こ
れ
に
よ
り
国
家

公
務
員
５
％
、
地
方
公
務
員

４
・
６
％
の
定
数
純
減
と
合

わ
せ
て
公
務
員
の
労
働
基
本

権
や
人
事
院
の
制
度
に
つ
い

て
も
見
直
し
を
と
の
動
き
が

出
て
く
る
。
２
０
０
５
年
１２

月
に
は
連
合
会
長
と
小
泉
総

理
と
の
政
労
会
見
、
２
０
０

６
年
７
月
に
行
革
推
進
法
に

基
づ
く
検
討
の
場
に
つ
い

て
、
専
門
調
査
会
が
設
置
さ

れ
て
、
０７
年
１０
月
に
最
終
報

告
。
こ
の
内
容
は
�
労
使
関

係
の
自
律
性
の
確
立
、
�
国

に
お
け
る
使
用
者
機
関
の
確

立
、
�
国
民
・
住
民
に
対
す

る
説
明
責
任
。
そ
の
中
で
も

「
労
使
関
係
の
自
立
性
の
確

立
」
と
い
う
こ
と
で
、
人
事

院
勧
告
を
廃
止
し
て
、
国
・

地
方
の
非
現
業
公
務
員
に
協

約
締
結
権
を
付
与
せ
よ
と
記

載
さ
れ
た
。
数
あ
る
政
府
審

議
会
で
協
約
締
結
権
等
労
働

基
本
権
を
動
か
す
と
い
う
こ

と
を
書
い
た
報
告
は
初
め

て
。

国
家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法
の
成
立

専
門
調
査
会
報
告
を
受
け

て
法
案
作
成
に
入
り
、
２
０

０
８
年
３
月
に
国
会
へ
提

出
、
法
案
の
一
部
修
正
を
踏

ま
え
２
０
０
８
年
６
月
に
国

家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法

が
成
立
す
る
。
そ
の
法
律
に

お
い
て
は
、「
自
律
的
労
使
関

係
制
度
を
措
置
す
る
」
と
唱

わ
れ
て
お
り
、
１０
月
に
「
労

使
関
係
制
度
検
討
委
員
会
」

が
設
置
さ
れ
、
７
回
の
委
員

会
が
行
わ
れ
て
い
る
。
ま

た
、
法
律
で
は
２
０
１
１
年

に
関
係
す
る
法
律
（
国
公
法

や
地
公
法
等
）
の
整
備
、
２

０
１
３
年
に
新
制
度
が
適
用

と
い
う
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
盛

り
込
ま
れ
た
が
、
こ
の
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
も
政
府
側
の
要
請

で
１
年
早
ま
り
、
２
０
１
０

年
に
法
律
の
整
備
、
２
０
１

２
年
に
は
新
制
度
の
下
で
交

渉
に
よ
り
労
働
条
件
を
決
定

す
る
予
定
で
あ
る
。

２２人が参加した青年コース。３日間で多くのことを学んだ＝３月２２
日、自治労会館

仲
間
づ
く
り
で
団
結

話
し
合
い
で
課
題
解
決

要求を訴えることが重要＝山上書記長

緊張！グループごとの要求書提出

労
働
基
本
権
の
現
状

現
行
制
度
に
お
い
て
は
労

働
三
権
の
う
ち
、
消
防
職
員

と
刑
事
施
設
職
員
を
除
く
公

務
員
に
は
団
結
権
が
認
め
ら

れ
て
い
る
も
の
の
、
団
体
交

渉
権
と
争
議
権
に
つ
い
て
は

制
限
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

そ
の
団
結
権
に
つ
い
て
も
、

職
員
団
体
登
録
制
度
に
よ
る

制
限
が
あ
る
た
め
、
日
本
の

公
務
員
労
働
者
は
民
間
と
同

様
な
権
利
と
な
っ
て
い
な

い
。人

勧
制
度
は
こ
う
し
た
労

働
基
本
権
制
約
の
代
償
措
置

と
し
て
の
役
割
が
重
視
さ
れ

て
い
る
。
し
か
し
、
１
９
９

０
年
代
の
後
半
か
ら
は
、
戦

後
３
回
目
と
な
る
地
方
自
治

体
の
危
機
的
な
財
政
事
情
を

背
景
に
、
６
割
を
超
え
る
自

治
体
に
お
い
て
勧
告
制
度
に

よ
ら
な
い
給
与
カ
ッ
ト
の
嵐

が
吹
き
荒
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
、
公
務
員
人
件
費

の
抑
制
政
策
の
名
の
下
に
、

地
方
の
公
務
員
は
地
域
民
間

企
業
の
水
準
を
考
慮
す
べ
き

と
し
た
攻
撃
が
強
ま
っ
て
い

る
。
地
域
給
与
の
導
入
の
み

な
ら
ず
、
政
府
側
の
要
請
に

よ
り
地
域
別
官
民
較
差
の
再

公
表
な
ど
、
中
央
と
地
方
の

格
差
を
さ
ら
に
拡
大
す
る
検

討
が
動
き
出
し
て
お
り
、
も

は
や
人
勧
制
度
は
形
骸
化
し

た
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
状

況
と
な
っ
て
い
る
。
よ
っ

て
、
労
働
基
本
権
が
保
障
さ

れ
た
上
で
の
労
使
交
渉
が
必

要
と
な
っ
て
い
る
。

自
治
労
の
考
え
方
の
概
要

自
治
労
と
し
て
の
基
本
的

考
え
方
は
、
単
組
段
階
の
交

渉
権
を
上
部
団
体
に
委
任

し
、
大
枠
を
定
め
る
中
央
統

一
交
渉
機
能
や
都
道
府
県
、

規
模
別
の
交
渉
単
位
を
検
討

す
る
こ
と
、
ま
た
、
交
渉
項

目
は
地
公
労
法
第
７
条
に
基

づ
く
項
目
を
中
心
に
、
詳
細

条
例
主
義
か
ら
大
綱
条
例
主

義
へ
、
議
会
に
つ
い
て
は
基

本
的
に
労
使
決
着
事
項
は
承

認
と
す
る
な
ど
の
考
え
方
を

示
し
て
い
る
と
こ
ろ
。
具
体

的
な
交
渉
方
式
は
、
労
使
で

民
間
賃
金
の
デ
ー
タ
等
労
働

条
件
決
定
に
必
要
な
事
案
を

持
ち
寄
り
協
議
、
そ
の
際
、

公
務
労
働
の
性
格
を
踏
ま
え

て
、「
地
方
公
務
員
の
標
準
的

給
与
」
の
確
立
な
ど
現
時
点

で
想
定
さ
れ
る
課
題
を
示
し

て
い
る
。
そ
し
て
、
現
在
の

議
会
情
勢
な
ど
を
踏
ま
え
る

と
、
実
現
性
が
乏
し
い
項
目

も
あ
る
が
、
今
後
の
「
労
使

関
係
制
度
検
討
委
員
会
」
で

の
検
討
に
委
ね
て
、
可
能
な

限
り
条
件
の
確
保
を
求
め
る

と
し
て
い
る
。

今
後
の
取
り
組
み
の
重
点

人
事
院
勧
告
と
い
う
物
差

し
は
も
う
当
て
に
な
ら
な

い
。
新
た
な
賃
金
・
労
働
条

件
決
定
の
し
く
み
を
模
索
。

そ
の
た
め
に
は
、
各
単
組
で

の
交
渉
機
能
の
充
実
が
必

要
。
ま
た
、
官
僚
は
、
少
数

組
合
に
対
し
て
は
協
約
締
結

権
を
与
え
な
い
と
す
る
考
え

方
も
出
し
て
い
る
の
で
、
民

間
労
働
者
の
法
制
度
上
は
あ

り
得
な
い
が
、
ど
の
よ
う
な

事
態
と
な
っ
て
も
た
た
か
い

う
る
組
織
の
拡
大
・
強
化
が

必
要
。
臨
時
・
非
常
勤
職
員

を
含
め
た
組
織
化
と
当
局
と

の
交
渉
技
術
の
習
得
が
常
に

求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

独
自
要
求
書
を
提
出

話をして実態つかもう＝斉藤副部長

あ
っ
！
と
い
う
間
だ
っ
た
ね

作り上げた機関紙をみんなでチェック！

楽
し
く
機
関
紙
作
ろ
う
！

模
擬
団
交
当
局
の
壁
は
厚
い

自分たちの要求を力強く訴えた模擬団交

労
使
関
係
制
度
検
討
委
員
会
の
検
討
方
向
は

今
回
の
検
討
の
方
向
は
、

�
争
議
権
を
引
き
続
き
制
限

�
消
防
職
員
と
刑
事
施
設
職

員
等
に
も
団
結
権
を
措
置
し

な
い
こ
と
を
前
提
に
し
て
い

る
。
ま
た
、
一
般
職
の
非
現

業
職
員
に
対
し
て
、
団
体
交

渉
権
�
協
約
締
結
権
を
付
与

す
る
こ
と
、そ
し
て
、そ
の
代

わ
り
に
基
本
権
制
約
の
代
償

措
置
で
あ
っ
た
人
勧
制
度
の

廃
止
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
こ
の
検
討
に
対

し
、
多
く
の
官
僚
は
こ
れ
ま

で
ど
お
り
労
働
基
本
権
を
制

限
し
た
体
制
を
望
ん
で
い

る
。
基
本
権
問
題
が
議
論
さ

れ
て
い
る
に
も
関
わ
ら
ず
、

公
務
員
制
度
改
革
と
し
て
、

天
下
り
人
事
の
抑
制
と
強
大

な
権
限
を
有
す
る
人
事
・
行

政
管
理
局
を
設
置
す
る
た
め

の
法
案
を
準
備
し
て
い
る
。

こ
の
人
事
・
行
政
管
理
局
に

は
人
事
院
か
ら
級
別
定
数
や

各
府
省
幹
部
の
人
事
権
を
移

す
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
人

事
制
度
の
中
立
・
公
正
性
が

失
わ
れ
る
こ
と
と
な
り
か
ね

な
い
。
私
た
ち
は
自
治
労
本

部
や
公
務
労
協
に
結
集
し
て

こ
の
法
案
の
廃
案
に
向
け
た

取
り
組
み
を
強
化
す
る
。

協
約
締
結
権
と
は

協
約
締
結
権
は
、
民
間
労

働
組
合
に
は
認
め
ら
れ
て
お

り
、
法
的
拘
束
力
で
法
令
に

準
ず
る
効
果
を
持
つ
。
現
行

の
公
務
員
制
度
で
、
一
般
職

の
非
現
業
職
員
は
、
登
録
さ

れ
た
職
員
団
体
と
し
て
、
賃

金
や
福
利
厚
生
に
係
る
事

項
、
す
な
わ
ち
労
働
条
件
に

つ
い
て
、
当
局
と
の
交
渉
が

行
わ
れ
る
。
そ
の
交
渉
に
お

い
て
合
意
を
得
た
事
項
は
、

あ
く
ま
で
も
紳
士
協
定
で
あ

っ
て
、
法
的
拘
束
力
を
有
し

な
い
こ
と
か
ら
、
交
渉
は
で

き
て
も
協
約
締
結
は
結
べ
な

い
。
一
方
、
現
業
職
員
に
つ

い
て
は
、
協
約
締
結
権
が
付

与
さ
れ
て
い
る
の
で
、
労
働

協
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
多
く
の
単
組
は
混
合

組
合
（
現
業
・
非
現
業
の
混

在
）
で
、
厳
格
に
い
う
と

「
現
業
・
公
企
評
議
会
」
で

も
協
約
締
結
は
可
能
だ
が
、

残
念
な
が
ら
少
数
に
止
ま
っ

て
い
る
の
が
現
状
。

消
防
職
員
の
団
結
権
と
争
議
権
に
つ
い
て

Ｉ
Ｌ
Ｏ
か
ら
４
度
に
も
わ

た
っ
て
是
正
勧
告
さ
れ
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
政
府
は
認

め
て
い
な
い
。
消
防
職
員
も

非
現
業
職
員
と
同
様
と
す
べ

き
な
の
は
当
然
の
こ
と
。
今

回
の
制
度
改
革
と
は
別
に
、

政
府
に
検
討
の
場
を
設
け
る

よ
う
求
め
る
。

ま
た
、
争
議
権
の
保
障
に

向
け
て
、
今
回
の
議
論
は
あ

く
ま
で
労
働
基
本
権
全
面
回

復
に
向
け
た
一
つ
の
通
過
点

に
過
ぎ
な
い
。
戦
後
６０
年
に

わ
た
り
閉
ざ
さ
れ
て
き
た
公

務
員
の
労
働
基
本
権
確
立
と

い
う
公
務
労
働
運
動
の
長
年

の
悲
願
を
部
分
的
と
は
言
え

実
現
し
た
と
の
意
味
で
は
重

要
な
側
面
を
持
っ
て
い
る
。

今
回
の
制
度
改
革
を
契
機

と
し
て
、
争
議
権
を
含
め
た

労
働
基
本
権
の
確
立
に
向
け

て
、
運
動
を
継
続
す
る
。

厳しい当局の回答にどう反撃するか

学
ん
だ
こ
と
実
践
し
よ
う

機関紙作りの時間は説明を含めて２時間５０分。２時間で作り上げるのは
至難の業（写真を機関紙の下にもってくるのはダメ！な禁手の見本）

公務員制度改革・労働基本権問題に関する主な経緯

労働組合・ＩＬＯ等の主な動き

２００２．２ 連合がＩＬＯ結社の自由委員会に提訴
○３月には全労連も

２００２．１１ ＩＬＯ結社の自由委員会報告（３２９次勧告）
○公務員の労働基本権に対する現行の制約を維持するとの考
えを再考すること。

○政府と職員団体との間で公務員制度改革及び結社の自由の
原則と調和する法律改正について合意に達するよう努力す
ること等求める

２００３．６ ＩＬＯ結社の自由委員会報告（３３１次勧告）
○内容については、「３２９次勧告と同様」

２００４．５．１３ 公務員制度改革に関する政府と連合の協議
○政府から金子行革担当大臣、麻生総務大臣、坂口厚労大臣、連合から草野事務局長、人見公務労協議長、丸山公務労協公
務員制度改革対策本部長が出席

→ 議論の継続を確認しつつも、労働基本権については一致に至らず

２００４．６ 連合「公務員制度改革に関する研究会」（座長・西尾勝教授）
が、「中間報告」を発表
○今日に至る連合・公務労協の公務員制度改革に関する基本的考え方

２００４．９～１１ 自民党と連合・公務労協との交渉
○労働基本権を含む改革の基本的な事項について協議したが、合意に至らず
○各府省・人事院と政府との協議も不調

２００４．１２ ＩＬＯソマビア事務局長、連合笹森会長が、小泉
総理と会見し、基本権問題の解決を促す

２００５．１２ 連合高木会長らが小泉総理らと政労会見
○連合側が、公務員制度改革、労働基本権、総人件費改革に関し政労協議を行うことを要請したのに対し、小泉総理は、内
閣官房と調整するよう指示

２００６．１ 連合が「公共サービス・公務員制度に関する連合
の考え方」を中執決定
○西尾研究会報告を土台に、公共サービスのあり方、公務員
制度のあり方、公務員賃金のあり方について提言

２００６．１．１６ 公務員制度改革等に関する政府と連合の協議
○政府から中馬行革担当大臣、竹中総務大臣、川崎厚労大臣、連合から古賀事務局長、岡部公務労協議長、丸山公務労協公
務員制度改革対策本部長が出席

→ 公務労使関係の改革が必要、労働基本権の付与の可能性も含めて幅広く検討、総人件費改革に伴う配置転換等について
引き続き協議、等を確認

２００６．３．２０ 公務員制度改革等に関する政府と連合の協議（メンバーは同じ）
→ 「労働基本権を付与する公務員の範囲について」検討する場の設置について合意

２００６．３ ＩＬＯ結社の自由委員会報告（３４０次勧告）
○公務員の労働基本権に対する現行の制約を維持するとの考
えを再考すること。

○政府と職員団体との間で公務員制度改革に関して協議が開
始されたことを歓迎。等の内容

２００６．５．２９ 公務員制度改革等に関する政府と連合の協議（メンバーは同じ）
→ ○労働基本権を検討する場について、行革推進法に根拠を置いたものとすること、委員の構成等について合意

２００６．７ 第１回行政改革推進本部専門調査会を開催
○連合から古賀事務局長、岡部公務労協議長、丸山公務労協公務員制度改革対策本部長が参加

２００７．１０ 専門調査会が「公務員の労働基本権のあり方について（報告）」を確認し首相に報告
○非現業職員に「協約締結権を新たに付与するとともに第三者機関の勧告制度を廃止」することを明記

２００８．１０．２２ 第１回「労使関係制度検討委員会」が開催される
○「国家公務員制度改革推進本部」のもとに設置された標記委員会が始動（公労使の三者による構成。労働側は、山本連合副

事務局長、福田国公連合委員長、金田自治労書記長が参加）
○基本法第１２条に示された「協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含む全体像」等について意見交換

政府・与党等の主な動き

２０００．１２「行政改革大綱」を閣議決定

２００１．１２「公務員制度改革大綱」を閣議決定
○能力等級制度を基礎とする能力・実績主義の新たな人事制
度の構築等の内容

○労働基本権については、現行の制約を維持

２００３．７ 国会への国公法改正案の提出を政府が断念
→ 自民党が、能力等級制の具体化作業を進めるとともに、
人事院・職員団体と十分な意見交換を行い、調整を進めるな
ど、法案提出の準備を更に進めるよう政府に要請

２００４．８ 内閣官房行政改革推進事務局が「国家公務員制度
改革関連法案の骨子（案）」を与党、各府省、組合に提示

２００４．１２．２４「今後の行政改革の方針」において今後の公務員
制度改革の方針を閣議決定
○公務員制度改革について、制度設計の具体化と関係者間の
調整を更に進め、改めて改革関連法案の提出を検討

→ 次期通常国会への国公法改正案の提出を断念
○現行制度下で実施可能なものについて早期に実行

２００５．１１ 経済財政諮問会議が「総人件費改革基本指針」を
決定
○国家公務員５．０％以上、地方公務員４．６％以上の純減を達成
○公務員の労働基本権、人事院制度等の見直しの検討

２００５．１２ 「行政改革の重要方針」を閣議決定
○能力・実績主義の人事管理の徹底、再就職管理の適正化等の観

点に立った公務員制度について、総人件費改革の進捗状況等も
踏まえつつ、関係者との率直な対話と調整を進め、できる限り
早期に具体化

○公務員の労働基本権や人事院制度、給与の在り方、能力主義や
実績評価に基づく処遇、キャリアシステム等公務員の人事制度
等を含めた公務員制度についても幅広い観点から検討 等

２００６．５ 行政改革推進法が国会で成立
○２０１１年までの時限立法として行政改革全般のプログラムを明記
○公務員の労働基本権。人事院制度等について幅広く検討するこ

とを明記

２００６．６ 行政改革推進本部令が公布
○推進本部（本部長＝内閣総理大臣）のもとに「専門調査
会」を設置し、国・地方の公務員の労働基本権の在り方等
について調査し、本部に報告することを明記

２００７．６ 「経済財政改革の基本方針（骨太の方針）２００７」
を閣議決定
○「労働基本権については、「行政改革推進本部専門調査会」
における審議（平成１９年秋を目途に結論）を踏まえ、改革
の方向で見直す」ことを明記

２００７．７ 「公務員制度の総合的な改革に関する懇談会」（制
度懇）が発足
○総理の私的諮問機関として、（国家）公務員制度の総合的な
改革をめざす（連合から高木会長が参加）

２００８．１ 制度懇が「報告書」を確認し首相に報告
○労働基本権については「専門調査会報告を尊重する」こと
を明記

２００８．４ 政府が、国会に「国家公務員制度改革基本法案」
を提出
○労働基本権については、「（拡大を）検討する」にとどまる

２００８．５．２９ 与党と民主党との修正協議により、衆議院本会
議で「国家公務員制度改革基本法案」が可決
○労働基本権については、「協約締結権を付与する職員の範囲
の拡大に伴う便益及び費用を含む全体像を国民に提示し、
その理解のもとに、国民に開かれた自律的労使関係制度を
措置するものとする」に前進

２００８．６．６ 参議院本会議で「国家公務員制度改革基本法案」が可
決・成立
○「国家公務員制度改革推進本部（本部長＝内閣総理大臣）」のもと、

「施行後３年以内を目途」に国公法・地公法等の修正が行われ、さ
らに「施行後５年以内を目途」に新制度が実施されることが確定
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